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54 (54) 第143巻 第1号
究史 を永 らく支配 してきた8'｡ それに対 し七 いわゆる ｢新経済史学｣的立場






ど.-ナムラソド制度の諸作用をそれ 自体 として考察することか ら出発 して,史
料に向か う11)｡そこで主な分析対象 とされ るのは1824年の労働者の賃金に関す
る特別委員会の調査報告であ り, ブローグは同報告の検討か ら,1824年の時点
でほとんどの教区がスピーナムラン ド制度を採用 していたとみなされるカウソ
ティと,それ以外の,委員会の調査に対 して ｢救貧税か らの賃金補助〔の実施〕
を無条件に否定 した｣ カウソティとが存在することを ｢発見｣ し,前者を ｢ス
ピーナムランド･カウソテ ィ｣,後者 を｢非スピーナムラン ド･カウソティ｣と
名付け,それ ら両 グループの比較を議論の中心にすえる12)｡プロ-グは,スピ
8) 主に1960年代に相次いで現れたわが国における一連の研究 (拙稿｢スピー ナムランド制度成立



















































56 (56) 第143巻 第1号
労働力問題 を処理す るための方策｣18)であ り, その意味で 当時のイギ リスはい
わば地域 レベルでの ｢福祉国家の ミニチ ュア版｣19) を形成 していた と論 じてい
る20)0
しか し,すでに気付かれ るように, プp-グによるス ピー>ムラン ド制度再
評価の最大のポイン トは,その制度が (対仏戦争期に限 ったにせ よ)広汎 に採
●●●●●●●
用 されたにもかかわ らず,通説の言 うような悪影響 を及ぼさなかった とい うこ
とである.その意味ではプローダも通説の大枠か ら踏み出 していない.われわ
れが問題にす るのはまさにその点である｡すなわち,ス ピーナムラン ド制度 を
非難す るにせ よ弁護す るにせよ,そのいずれの議論において も了解済みである,
その制度の広汎 な展開 とい う前提昼はた して成 り立 ちうるのであろ うかO -
研究史上のこのような大前提に対 して,バ ークシアの地域史的研究 を通 じて






















































































のが森建資氏である｡森 建資 ｢イギリス産業革命期における農業労働力の存在形態｣ 『土地制
度史学』62%,1974年,1-16ページ参風,ここでは森氏の議論の詳細には立ち入らないが,/




























































































62 (62) 第143巻 第1号











いないoわれわれは (中略)執行官 Sherif と当カウソティのすべての治安
判事に対 し,スピーチムラソドのペ リカン ･イソで 『来る5月6日に』開催さ












































































































































































































































70 (70) 第143巻 第1号
計算にしたがって手当を支給する｣として,最低生活水準を確保するための,
第1蓑で説明されるような週収入の尺度を提示し,各家族の収入がこの水準に
満たない場合にはその不足額が支給される,と定められたのである81)0
第 1蓑
注) 1) この規定は決議文そのものにはないO
出所) Eden,op.ci.,p･577の蓑より作成.
こうして ｢一定の最低生活水準の尺度にもとづいた賃金補助制度｣という内
容をもって成立したスピーナムランド制度は,上に見たように,借地農の利害
と治安判事すなわち地主の利害との妥協策として,ある程度現実に行われてい
たものの延長上に位置するが,しかし,教区における従来の手当支給に ｢生活
保障原理｣ともいうべきものを盛り込んだという意味では,治安判事の側から
は環極的な救貧政策であlった｡その背景には1795年の ｢危機｣の認識における
治安判事と貧民監督官の一致が存在し,そのことによって,内実を失いつつあ
る治安判事の統制力の下でもこのような ｢原理｣が導入されたといえよう｡こ
のように見てくれば,スピーナムランド制度は,死にかけていたパターナリズ
61) 手当の支給にあたって何らかの尺度の使用を命ずることは他のカウソティの裁判所の決定の場
合にも見られる｡たとえば,パキンガムシアとオクスファドシアでは,1795年のイピイ7ァニ裁
判所において家族構成に応じた定額の尺度の導入が決議されている｡cf･Webbs,oP･cit･,p･177;
Hammonds,oP･ci.,p.109.しかしながら｢スピーナムランド決議｣には,上のような例とは
異なる独自性がある.すなわち,最低生活水準をパンの量に換算して定め,その水準をパン価格
と連動させた ｢スライディング･スケール｣によって保障するとしたことである｡これが- ス
･ピーナムランド部度と｢決議｣.の内容とを等置しないにもかかわらず- スピーナムランド制度
の成立をこの時点に求めるゆえんでもあるO
産業革命期イギ7)スにおけるスピ-ナムランド制度の展開 (1) (71)レ71
ムが最後に少なくとも理念の上ではむしろ強化されたことを物語るものであり,
そのかぎりで,それは,いわば死に顔 した地主パターナ1)ズム甲最後の光空で
もあったのである｡
(1987.6.25)
〔附 記〕
本稿脱稿後,田連勝也 ｢イギリス救套法についての一考察- ス`ピーナムランド決
義"をめぐる論議- ｣ (『松山商大論集』第39巻第2号,1988年6月)が公表された｡
田遠氏の論文は,基本的にはニューマンの研究に依拠しつつ,本稿では立ち入らなかっ
たいくつかの論点 (スピーナムランド･スケールにおいてパンの価格が1シリング6ベ
ンスを超えた場合にはパンの規準量が引き下げられている問題,スピ-ナムランド決議
と｢ウィ1)アム･ヤ./グ法｣ノとの関係など)についての有益な指摘を行っているOあわ
せて参照されたい｡
